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我が国の小惑星探査機「はやぶさ 2」の打上げ成功などが挙げられる。2014 年は全世界で合計 92 回の

























　2004 年の COC（Council on Competitiveness：米国競争力協議会）報告「イノベート・アメリカ」
発表を契機として脚光を浴びた“サービス学”は我が国においても根付き始め、IoT（Internet of 

























































































































イラストの一部は以下を再利用Kratz J and Strasser C 2014 
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門とする出版者や、CODATA（Committee on Data 





















































会や既存のNII（National Institute of Informatics：














え ば、NPG社（Nature Publishing Group） で は、











































































































8）　A list of Data Journals (in no particular order)：http://proj.badc.rl.ac.uk/preparde/blog/DataJournalsList
9）　林和弘．オープンアクセスを踏まえた研究論文の受発信コストを議論する体制作りに向けて．科学技術動向．2014，
145，p.19-25：http://hdl.handle.net/11035/2964
10）CrossRef and DataCite announce new initiative to accelerate the adoption of DOIs for data publication and citation： 
https://www.datacite.org/CrossRefDataCiteinitiative
11）ヒリナスキエヴィッチ , イアン , 新谷 洋子 . Scientiﬁ c Data　データの再利用を促進するオープンアクセス・オープン
データジャーナル . 情報管理 . 2014, 57（9）, p. 629-640.：http://dx.doi.org/10.1241/johokanri.57.629
12）報告 オープンデータに関する権利と義務－本格的なデータジャーナルに向けて－ . 日本学術会議　情報学委員会　国
際サイエンスデータ分科会：http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-h140930-3.pdf
13）RDA Libraries for Research Data：https://rd-alliance.org/group/libraries-research-data.html
14）Richard Van Noorden. Confusion over publisher’s pioneering open-data rules. Nature. 2014, 515, p. 478. 
doi:10.1038/515478a
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　2014 年は全世界で合計 92 回のロケット打上げ




































2 回と静止通信衛星の商業打上げ 3 回を含め年間 6
回の打上げを行い、ペイロードの質量総計は 30 ト
ン近くに達した。
1 はじめに 2 2014年の各国の宇宙開発活動の概況




　中国は、2014 年に年間 14 回の打上げを計画して
いたが、7 月までに 1 回しか実施されなかった。し












　2014 年 12 月 2 日、ルクセンブルクで欧州宇宙機







　2014 年の 1 年間における各国の機種別ロケット
打上げ回数を図表 1 に示す。全世界では 92 回で、そ
のうち衛星の軌道投入を行った回数は 90 回である。
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トの 3 回目の打上げに成功し、主力の「アリアン 5
型」ロケットが 6 回、ロシア製の「ソユーズ」ロケッ













　2014 年に打ち上げられた衛星数は、図表 2 に示す





型衛星など技術試験衛星および AIS 衛星が 129 機




あって 12 月 26 日まで中国の衛星数を上回ってい
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2014年の世界の宇宙開発動向
（1）米国
　米国の通信放送衛星 10 機のうち 1 機は米国





















は、ロシア 4 機（「Ekspress」3 機と「Yamal」）の













機製で、2014 年にもう 1 機の打上げが予定されてい
たが、プロトンロケットの打上げ失敗の影響を受け
て 2015 年以降に延期された。
　2014 年の世界の地球観測衛星打上げ数は 36 機
であった。そのうち、中国が軌道投入した地球観測
　航行測位衛星はカーナビ機器などで必須の全球




軍（United States Air Force：USAF）が中高度（約
2 万 km）軌道に GPS 衛星を 4 機、ロシアもグロナ







Navigation Satellite System : IRNSS）の構築が順調
に進捗した。






　その他の 21 機の内訳は、米国 7 機（「OCO-2」、日
本と共同の「GPM-Core」、民間の「WorldView-3」
など）、ロシア 5 機（「Resurs-P2」など）、日本 2 機
（「だいち 2 号」と「ひまわり 8 号」）、カザフスタン 2
機、ESA1 機（「Sentinel-1A」）、フランス 1 機（「SPOT-









　米国は 9 月に民生用地球観測実施計画 10）を発表
した。その中で、海洋大気庁（National Oceanic and 
Atmospheric Administration：NOAA） な ど 地 球
観測に関連する機関が担当する各種の業務システム
と、2013 年に発表された民生用地球観測戦略で定義
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　2014 年は 1 機の小惑星探査機、1 機の天文観測衛
星（超小型）、1 機の微小重力実験衛星の計 3 機が打
ち上げられた。
































　NASA が民間企業 2 社と契約している「商業軌道











る。2 社による COTS 打上げが行われたため、ISS




と物資輸送船「Progress」各 4 回で計 8 機が打ち上
げられ、ISS の円滑な運用維持に貢献した。
（3）欧州
　欧州の宇宙開発の中心となっている ESA は 7 月
に ISS への自動輸送機「ATV-5」（Georges Lemaître）
を「アリアン 5 ES 型」ロケットにより打ち上げ、宇宙
ステーションへのドッキングに成功した。また、ESA




とり 5 号）の打上げを 2015 年に予定しており、2014
年は打上げが行われなかった。2013 年 11 月 7 日に
ISS に搭乗した（独）宇宙航空研究開発機構（Japan 
Aerospace eXploration Agency：JAXA）の若田光
一宇宙飛行士は、2014 年 3 月から 5 月の間、日本
人として初の ISS 船長を務めた14）。
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2014年の世界の宇宙開発動向
1）　Resolution on Europe's Access to Space（閣僚級理事会決議 1）, ESA, 2014 年 12 月 2 日採択：
　　http://esamultimedia.esa.int/docs/corporate/Final_resolutions_1_2_3_from_CM_2014_Releasable_to_the_public.pdf
2）　Mergers: Commission approves aerospace and defence joint venture between Airbus and Safran, subject to 
conditions, EC, 2014 年 11 月 26 日： http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-2164_en.htm
　米国では NASA の COTS 契約が順調に進み、今
後 2016 年までにスペース X 社は 6 機、オービタル
サイエンシズ社（OSC）も 4 機を打ち上げる予定

























　中国は 2011 年から 2015 年までの 5 年間で 100 機







征 7 型」や軽量の極軌道衛星を打ち上げる「長征 6
型」も 2015 年か 2016 年には運用開始となるであろ
う。2014 年後半に 5 か月で 15 回の打上げを行った














る。超小型衛星の打上げ数は、2013 年に 93 機で
あったのに対し、2014 年も 93 機と同数であった。
ただし、2014 年中に国際宇宙ステーションに輸送さ
























も兼ねる。趣味は切手収集で、170 年間・193 ヵ国にわたる 25 万種類以上を保有。
3）　Carrier rocket Proton-M burns up in dense layers of atmosphere, ITAR-TASS,2014 年 5 月 16 日：
　　http://itar-tass.com/en/non-political/731853
4）　NASA's Wallops Flight Facility Completes Initial Assessment after Orbital Launch Mishap, NASA, 2014 年 10 月 29 日：
http://www.nasa.gov/press/2014/october/nasa-s-wallops-flight-facility-completes-initial-assessment-after-orbital-
launch/
5）　Galileo satellites experience orbital injection anomaly on Soyuz launch: Initial report, アリアンスペース社ニュースリ
リース , 2014 年 8 月 23 日：http://www.arianespace.com/news-press-release/2014/8-23-2014.asp
6）　Angara Launch Vehicles Family, Khrunichev 社のウェブサイト：
　　http://www.khrunichev.ru/main.php?id=44&lang=en
7）　Gunter's space page, 年表（2014 年）：http://space.skyrocket.de/doc_chr/lau2014.htm
8）　Athena-Fidus に関する CNES のウェブサイト：http://www.cnes.fr/web/CNES-en/5912-athena-fidus.php
9）　Azercosmos OJC to operate SPOT 7 high resolution optical Earth observation satellite, 2014 年 12 月 2 日 , アゼルバ
イジャン通信ハイテク省：http://www.mincom.gov.az/media-en/news-2/details/7773
10） NATIONAL PLAN FOR CIVIL EARTH OBSERVATIONS, 国家科学技術会議（NSTC）, 2014 年 9 月：
　　http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/NSTC/national_plan_for_civil_earth_observations_-_
july_2014.pdf
11） 中国の宇宙開発事情（その 14）突然発表された第 3 世代北斗航行測位衛星 , 辻野照久 , 2014 年 9 月 18 日 ,（独）科学
技術振興機構サイエンスポータル・チャイナ：http://www.spc.jst.go.jp/hottopics/1410/r1410_tsujino.html
12） Pioneering Philae completes main mission before hibernation, ESA, 2014 年 11 月 15 日：http://www.esa.int/Our_
Activities/Space_Science/Rosetta/Pioneering_Philae_completes_main_mission_before_hibernation
13） “玉兔”迎来第十个月昼　四大科学载荷运行正常 , 中国中央人民政府 , 2014 年 9 月 5 日：
　　http://www.gov.cn/xinwen/2014-09/05/content_2745753.htm
14） JAXA 宇宙飛行士による ISS 長期滞在：http://iss.jaxa.jp/iss/jaxa_exp/wakata/
15） 国際宇宙空間研究委員会（COSPAR）のウェブサイト：https://cosparhq.cnes.fr/


















































































































































































































































他、図表 1、2参照）。特徴は MBA（Master of 



































　設立間もないため 2014 年 12 月 9 日時点での会
員数は 407 名と小規模ながら、2014 年 4 月に開催
された第 2回国内大会参加者数 168 名、2014 年 9














ター（Japan Science and Technology Agency Research
























ビス工学研究センター 主任研究員 竹中 毅氏に資
料提供および議論等のご協力を賜った。記して感謝
する。
1）　吉川 弘之：サービス科学概論 , 人工知能学会誌 , Vol. 23, No. 6, pp. 714-720 （2008）
2）　吉川 弘之：サービス工学序説―サービスを理論的に扱うための枠組み , 構成学 , Vol. 1, No. 2, pp. 111-122 （2008）
3）　上田 完次 , 淺間 一 , 竹中 毅：人工物の価値とサービス研究 , 人工知能学会誌 , Vol. 23, No. 6, pp. 728-735 （2008）
4）　日高 一義：サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向 , 科学技術動向 , Vol. 57, pp. 12-22. （2005）：
　　http://hdl.handle.net/11035/1675
5）　戸谷 圭子：サービス学をサービス実務にどう役立てるか？ , サービス学会誌：サービソロジー , Vol. 1, No. 1, pp. 6-7 
（2014）
究開発プログラム（Service Science, Solutions and


























































7）　経済産業省：平成 25 年度産業技術調査事業 （サービス工学分野技術戦略マップブラッシュアップ事業）報告書
8）　文部科学省：サービス科学・工学の推進に関する検討会：
　　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/012/
9）　産業技術総合研究所サービス工学研究センター：平成 21 年度 ITとサービスの融合による新市場創出促進事業（サー
ビス工学研究開発事業）成果報告書：https://unit.aist.go.jp/cfsr/contents/meti-h21/project_top.htm
10）産業技術総合研究所サービス工学研究センター：平成 22 年度 ITとサービスの融合による新市場創出促進事業（サー
ビス工学研究開発事業）成果報告書：https://unit.aist.go.jp/cfsr/contents/meti-h22/project_top.htm




















































































ポ ー ツ 科 学 セ ン タ ー（Japan Institute of Sports 
Sciences：JISS）は、競技が行われる地域の 4 年間分



















































































































































第 9 回 JISS スポーツ科学会議抄録
4）　国立スポーツ科学センターニュースレーター Vol24, 2013.
5）　IBM Slamtracker.：http://www.wimbledon.com/en_GB/slamtracker/
6）　J リーグプレスリリース 2014 年 9 月 12 日：http://www.j-league.or.jp/release/000/00006027.html




10）本間央之：スポーツ脳震とう関連研究の動向、科学技術動向 2013 年 8 月№ 137: 27-33：
　　http://hdl.handle.net/11035/2417
11）Sengoku Y, Nakamura K, Ogata H, Nabekura Y, Nagasaka S, Tokuyama K :Continuous Glucose Monitoring During a 
100 km Race - A Case Study in an Elite Ultra-Marathon Runner. Int J Sports Physiol Perform. 10:124-127, 2015
12）日本統計学会スポーツ統計分科会“分科会について”：http://estat.sci.kagoshima-u.ac.jp/sports/about.htm
13）スポーツデータ解析における理論と事例に関する研究集会、統計数理研究所共同研究リポート Vol.314, 2014.
14）田中茂穂、安藤貴史：活動量計における身体活動のモニタリング : ヘルスケアにおける ICT の活用 . 体育の科学 64：
534-540, 2014.
15）和久貴洋：スポーツ・インテリジェンス－オリンピックの勝敗は情報戦で決まる . NHK 出版新書、2013.
16）第 10 回科学技術予測調査結果速報 2014 年 11 月：http://www.nistep.go.jp/archives/18742
として提供される）は技術的には 2020 年に達成さ
れると予想されており、これができればスポーツ以
外の場面、例えば高齢者の健康管理などにも本格
的にさまざまなデータが活用されるだろう。また、
ウェアラブルセンサについては、加速度計で検出さ
れた身体のごくわずかな動きを家電などの操作に利
用できることからバリアフリー製品への用途の期待
も高い。
　地域のスポーツ運営主体や企業、大学・研究機関
などが中核となり、スポーツに関連したデータ取得
から情報提供まで、スポーツ科学からビックデータ
解析などのさまざまな分野の研究者を巻き込んだ仕
組みが形成され、その研究成果がスポーツ以外の分
野へも活用されることを期待したい。例えば大学・
研究機関や諸学会、関連する企業、スポーツ運営組
織や競技団体等が協力して研究を実施できるプラッ
トフォームのような分野横断的な取組を可能にする
仕組みが求められる。
謝辞
　本稿執筆にあたり、筑波大学阿江通良教授、
（独）国立健康・栄養研究所田中茂穂部長、（独）
日本スポーツ振興センター国立スポーツ科学セン
ター平野裕一副センター長、（独）日本スポーツ振
興センター情報・国際部和久貴洋部長、日本統計
学会スポーツ統計分科会をはじめとして多くの方
より貴重なご意見と情報提供をいただきました。
深く感謝申し上げます。
執筆者プロフィール
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